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大判明治 24年 9月 24日（新聞紙条例違犯事件）日本新聞 843号（明治 24年 9月
25日発行）
【事実の概要】



































































10条）も定められた。翌 9年 7月 5日には、「已ニ准允ヲ受ケタル新聞紙雑誌雑報
ノ国安ヲ妨害スト認メラルル者ハ内務省ニ於テ其発行ヲ禁止又ハ停止スヘシ」（太
293

















批判されているが、その基本的な性格は、明治 30年 3月 19日新聞紙条例中改正








































































































































罪（1名は証拠不十分で無罪）とした（大正 14年 9月 7日）。若林ほか 10名が控
訴したが、第二審の大阪控訴院（裁判長：前沢幸次郎）も、競落された稲立毛の
占有は地主側にあるとした上で、第一審判決を容認したため（大正 15年 10月 30
日）、被告人全員が上告した。
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の 400件余が、昭和 4年には 2400件余へ、約 6倍に激増している。この間、政府
は、地主小作関係の安定化を図るべく、農地賃借権に関する特別法（小作法）の立
法化を試みたが、相次いで挫折し、立法に代えて、小作調停を制度化することと































































































































後、大審院で有罪が確定した若林は、昭和 2年 7月から懲役 10月に服し、昭和 3
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大判明治 12年 11月 29日（貸金催促事件）民録 17冊 407頁
【事実の概要】
原告（大蔵卯一郎）は、明治 10年 6月、被告（橋本平兵衛）に対して、総額 2850
304


























無効トス」は、ドイツ民法第一草案第 106条 “Ein Rechtsgescha¨ft, dessen Inhalt












































明治 31年 7月 16日に明治民法が施行されると、それ以降、90条の公序良俗の
判断が争われる事例が散見されるようになるが、施行以前の事案を扱った大審院判
決となると、僅かに五件程度が確認されるにすぎない。判決年月日順に挙げると、
⑴娼妓の廃業に関する明治 29年 3月 11日判決（「娼妓廃業届書調印請求事件」、民
録第 2輯 3巻 50頁）、⑵妾契約に関する明治 30年 12月 4日判決（「約定金請求事
件」、民録第 3輯 11巻 15頁）、⑶土地処分の自由の制限に関する明治 32年 3月 15
日判決（「約定解除請求事件」、民録第 5輯 3巻 20頁）、⑷親子の情義に関する明治
32年 3月 25日判決（「約諾金請求事件」、民録 5輯 3巻 37頁）、⑸営業の自由の制
限に関する明治 32年 5月 2日判決（「違約金請求事件」、民録第 5輯 5巻 4頁）で
ある。
判決⑴は、大審院が、娼妓稼業契約を「人身ノ自由」に対する制限として無効と










契約を無効としたのである。次いで、明治民法施行後の明治 33年 2月 23日判決
（「娼妓廃業届書ニ調印請求事件」、民録第 6輯 2巻 81頁）では、大審院は「貸座敷
営業者ト娼妓トノ間ニ於ケル金銭貸借上ノ契約ト、身体ヲ拘束スルヲ目的トスル契
307








































































した明治 44年 1月 19日の仙台地裁判決（最近判例集第 8巻 26頁）が知られてお
り、大審院判決では、昭和 13年 3月 30日大審院判決（民集 17巻 578頁）が、賭








※※その後、明治 33年 10月に、内務省令第 44号「娼妓取締規則」が発せられると、明




有効であるとした。その後判例は、曲折を経ながら、昭和 30年 10月 7日の最高裁第 2






























るとして、原判決を破棄、水戸地裁へ差戻した（大正 2年 3月 8日）。差戻しを受
けた水戸地裁は、媒酌人に対するヒデの父親の非礼が離別事由であったと認定し、
かかる些細な事由によって惣三郎がヒデを離別したのは、過失によりヒデの名誉
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（1871年 5月）に、いわゆる「壬申戸籍」が公布されて―翌明治 5年 2月（1872
年 3月）施行―、出生死去婚姻などの身分変動は戸主から戸長に届出ることが義務








































ていたと言うのである。例えば、民法施行前の判決では、明治 29年 6月 23日判
決（「養子相続取消幷ニ相続人撰定要求事件」民録 2輯 6巻 83頁）「婚姻又ハ養女
ノ縁組等ハ戸籍ニ登記ナキモ、裁判官ハ事実上其成立ヲ認定スルコトヲ得」、同年
9月 15日判決（「相続権確認請求事件」民録 2輯 8巻 8頁）「戸籍ニ登記ナキ身分
ハ法律上一切之ヲ認メ得サルモノニ非ス。夫婦タル関係ノ如キ仮令戸籍ニ登記セ
サルモ果シテ相当ノ式ヲ行ヒ夫婦トナリ爾来夫婦タルノ実アル場合ニハ、法律上之
ヲ夫婦ト見做シ毫モ差支ナシ」、明治 30年 4月 1日判決（「有体動産差押解除請求
事件」民録 3輯 4巻）「実際夫婦タルニ相違ナキ以上ハ、其実際ニヨリ判断スヘキ
コトハ我邦民法上ノ習慣ナル・・・」がその例であり、民法施行後の判決では、明治
32年 9月 19日判決（「婚姻届請求事件」民録 5輯 8巻 6頁）が「民法施行前ニ在
テハ実際夫婦タル事実ノ存スル以上ハ、其実際ニ依リ判断ヲ下スハ我邦裁判上ノ
慣習ナリトス」と述べ、明治 34年 11月 27日判決（「家屋及ヒ動産回復請求事件」
民録 7輯 10巻 102頁）では、東京控訴院が「戸籍簿ニ登記セサリシ上ハ法律上離
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縁ノ効ヲ生セサルモノト」したのは「法則ニ反スル違法ノ裁判タルヲ免カレ」な
いと判示され、明治 36年 2月 17日判決（「相続権回復動産及債権引渡幷不動産登
記名義書換請求事件」民録 9輯 5巻 200頁）は「民法施行以前ニ在リテハ夫婦タ
ル事実ノ存在スル場合ハ仮令其身分ヲ戸籍ニ登記セサルモ其事実ニ依リ判断スヘ
キコトハ本院ノ判例ニ於テ認ムル所ナリ」、明治 45年 3月 7日判決（「家督相続回
















法的保護の外に置くことを躊躇わなかった。明治 34年 3月 8日判決（「約定金請求












トハ洵ニ明カ」であると述べ、また明治 44年 3月 25日判決（「損害賠償請求事件」


























大され、昭和 33年 4月 11日判決（「慰謝料請求事件」民集 12巻 5号 789頁）で
316
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ト主宰ノ専権」をえた以上は、「最早親族ニ於テ何等ノ事故アルモ、法律上其地位






































































































案が可決されて、明治 29年 12月 31日まで施行は延期されることとなった。伊藤
博文のもとで法典調査会が設置され、穂積陳重・富井政章・梅謙次郎を中心に、旧
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権に対する親族の規制が、資本の自由な流通を阻害する要因となるからでもある。
明治初年においては、産業の主体は家族経営であり、戸主が経営の中心となり、対
外的に「家」を代表していた。家族員の財産は、対外的に、戸主の財産に吸収さ
れ、戸主が身代限に処された場合には、同一戸籍内の者の財産はすべて身代限の対
象とされた。それゆえ、戸主の放漫な経営は、家族員の生活に重大な影響を与える
ため、資本の自由な流通をある程度犠牲にしても、家族生活を維持する方に重点が
置かれたのである。しかし、家族経営は、資本主義の進展にともなって次第に解体
され、家族員が取引主体として登場してくるようになる。明治 10年には、戸主の
身代限は家族員の公証記名財産に及ばなくなり、戸主財産に対する親族の規制は、
資本流通を阻害する側面が強く意識されるようになるのである。そのため、明治
10年代中頃には、大阪上等裁判所のように、たとえ親族からは家産の蕩尽と映っ
ても、戸主の自由な財産処分権を認めた判決が現れてくるのである。
明治政府は、「家」維持の必要から、戸主の任に堪えない者に対する廃戸主を認
めたが、資本主義の発展にともなって家族経営が解体されていくにつれて、廃戸主
が次第に制限され、戸主の財産処分権に対する親族による規制、すなわち「家」的
規制が弱められていき、逆に、戸主の地位は次第に強固となり、財産は戸主の個
人財産としての性格が強められていった。明治民法における廃戸主制度の廃止に
よって、戸主財産は、民法上、個人財産として確立したのである。しかしながら、
「家」制度が存続する以上、家産観念と個人的所有権との矛盾を完全に払拭するこ
とはできない。明治民法編纂過程での土方寧や穂積八束らの意見や、本項で取り上
げた明治 27年大審院判決のような判決は、残存し続けるのである。
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